
（ 158,604 ） （ 144,460 ）

現 金 及 び 預 金 5,314 買 掛 金 74,588

売 掛 金 12,364 関係会社短期借入金 41,011

商 品 115,790 未 払 金 6,053

未 収 入 金 2,776 未 払 費 用 7,843

前 払 費 用 3,679 未 払 法 人 税 等 3,398

短 期 貸 付 金 4,465 前 受 金 3,679

立 替 金 6,418 預 り 金 4,129

預 け 金 4,808 ポ イ ン ト 引 当 金 2,178

未 収 消 費 税 等 577 そ の 他 1,581

そ の 他 2,419

貸 倒 引 当 金 △ 6 （ 7,358 ）

長 期 預 り 金 3,026

（ 131,450 ） 資 産 除 去 債 務 4,206

（ 50,377 ） そ の 他 126

建 物 32,676

構 築 物 6,221

車 両 運 搬 具 6

工具、器具及び備品 11,408

建 設 仮 勘 定 66

（ 2,026 ） 負 債 の 部 合 計 151,818

ソ フ ト ウ ェ ア 1,316

ソフトウェア仮勘定 693 （ 138,236 ）

そ の 他 17

（ 100 ）

（ 79,047 ）

関 係 会 社 株 式 3,100 （ 1,496 ）

長 期 貸 付 金 7,252 そ の 他 資 本 剰 余 金 1,496

関係会社長期貸付金 220

長 期 前 払 費 用 5,893 （ 136,640 ）

敷 金 保 証 金 54,204 利 益 準 備 金 25

出 店 仮 勘 定 491 そ の 他 利 益 剰 余 金 136,615

繰 延 税 金 資 産 8,248 繰 越 利 益 剰 余 金 136,615

そ の 他 543

貸 倒 引 当 金 △ 904

138,236

290,054 290,054

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

　貸　借　対　照　表　
2019年６月30日

（単位：百万円）

資　産　の　部 負　債　の　部

流 動 資 産 流 動 負 債

固 定 資 産

固 定 負 債

有 形 固 定 資 産

純　資　産　の　部

無 形 固 定 資 産

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産

利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計
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Ⅰ

695,728

9,082 704,810

Ⅱ 529,288

175,522

Ⅲ 152,828

22,694

Ⅳ

674

309

449

393

443

52

1,600 3,920

Ⅴ

191

13

55 259

26,355

Ⅵ

58

5,418

177

3,298

84 9,035

17,320

8,712

△ 2,255 6,457

10,863

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

　損　益　計　算　書　
自2018年７月１日

至2019年６月30日

（単位：百万円）

純 売 上 高

売 上 高

テ ナ ン ト 売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 手 数 料

デ ー タ 提 供 料

ラ イ セ ン ス 使 用 料

リ サ イ ク ル 収 入

違 約 金 収 入

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

為 替 差 損

店 舗 閉 鎖 損 失

災 害 に よ る 損 失

雑 損 失

経 常 利 益

そ の 他

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失
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株主資本等変動計算書

（自　2018年７月１日　　至　2019年６月30日） 単位：百万円

株主資本

資本剰余金

その他利益
剰余金

繰越利益剰
余金

2018年６月30日　残高 100 1,496 25 132,119 132,144 133,740 133,740

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 6,367 △ 6,367 △ 6,367 △ 6,367

当期純利益 10,863 10,863 10,863 10,863

事業年度中の変動額合計 － － － 4,496 4,496 4,496 4,496

2019年６月30日　残高 100 1,496 25 136,615 136,640 138,236 138,236

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本合
計その他資本

剰余金
利益準備金

利益剰余金
合計
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　⑴　資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券の評価基準及び評価方法　　　　

　　　　　　子会社株式および関連会社株式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

　　②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　商品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売価還元法による原価法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　切り下げの方法によって算定）

　ただし、生鮮食品は主に最終仕入原価法により

　評価しております。

　⑵　固定資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　定率法

　　　（リース資産を除く）

　　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

　　建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法の規定によっております。

　　②　無形固定資産　　　　　　　　　　　　　　定額法

　　　（リース資産を除く）

　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

　　っております。

　　③　リース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　　④　長期前払費用　　　　　　　    　    　　定額法

　⑶　引当金の計上基準

　　貸倒引当金　 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

　　ポイント引当金　 顧客に付与されたポイントの使用による費用発生に備えるため

、使用実績率に基づき利用されると見込まれるポイントに対し

ポイント引当金を計上しております。

　⑷　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．表示方法の変更に関する注記

(損益計算書)

前事業年度まで「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「データ提供料」は、金額的

重要性が増したため、当事業年度より、独立掲記しました。

なお、前事業年度の「データ提供料」は167百万円であります。

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当事業年度の期首

から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示し

ております。

３．貸借対照表に関する注記

  ⑴　有形固定資産の減価償却累計額　　68,776百万円

　⑵　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

　　①　短期金銭債権　　　　 　　　　　　401百万円

　　②　長期金銭債権　　　　   　   　 　260百万円

　　③　短期金銭債務　　　  　    　　 1,165百万円

　　④　長期金銭債務　　　  　   　　　　 11百万円

４．損益計算書に関する注記

　⑴　関係会社との取引高

　　　　営業取引による取引高

 売上高　 　　　　　 　　　　　　92百万円

 店舗賃貸料　　　　 　　　　　　 12百万円

 商品仕入高　　　　 　　　　　2,305百万円

 販売費及び一般管理費　　　　 6,700百万円

　 　 　営業取引以外の取引高

 営業外収益                      10百万円

 営業外費用                     190百万円

　⑵　期末棚卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、棚卸資産評価損が売上原価に5,414百万

　　  円含まれております。　　　

５．株主資本等変動計算書に関する注記

　⑴　当事業年度の末日における発行済株式の種類および総数

　　　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10,000株

　⑵　当事業年度の末日における自己株式の種類および数

　　　　　該当事項はありません。

　⑶　剰余金の配当に関する事項

　　　　　①配当金支払額等

株式の種類 配当の原資
配当金の

総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

普通株式 利益剰余金 6,367百万円 636,700円 2018年６月30日 2018年９月28日

　　　　　②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

株式の種類 配当の原資
配当金の

総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

普通株式 利益剰余金 3,584百万円 358,400円 2019年６月30日 2019年９月27日

決議

2018年９月26日
定時株主総会

決議予定

2019年９月25日
定時株主総会
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６．金融商品に関する注記

　１．金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な安全性の高い金融商品に限定し、また、資金調達については親会

社からの借入等による方針であります。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、主にクレジット会社等に対するものであり、信用リスクに晒されております。

クレジット会社等については信用リスクは殆どないと認識しております。その他に対するものについては、

モニタリング等により個別に管理しております。

　また、営業債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では、月次に資金繰り計画表を作成する

などの方法により管理しております。

　敷金保証金は、主に店舗の賃借に伴う敷金及び保証金であります。これらは、差し入れ先の信用リスク

に晒されておりますが、賃貸借契約に際し差し入れ先の信用状況を把握するとともに、定期的にモニタリ

ングを行い、信用度を個別に管理しております。

⑶金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

　２．金融商品の時価等に関する事項
　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

（単位:百万円）
項目 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金
(2) 売掛金

貸倒引当金（※１）

(3) 短期貸付金
貸倒引当金（※２）

(4) 未収入金
貸倒引当金（※３）

(5) 立替金
(6) 預け金
(7) 長期貸付金（※４）

貸倒引当金

(8) 敷金保証金

(9) 買掛金
(10) 関係会社短期借入金
(11) 未払金
(12) 未払費用
(13) 未払法人税等
(14) 預り金

(※１)売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
(※２)短期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
(※３)未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
(※４)長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

5,314 5,314 ―
12,364

△ 4
12,360 12,360 ―
4,465
△ 1

4,464 4,464 ―
2,776
△ 1

2,775 2,775 ―
6,418 6,418 ―
4,808 4,808 ―

220
△ 0
220 220 △0

14,867 16,438 1,571
資産計 51,226 52,797 1,571

74,588 74,588 ―
41,011 41,011 ―
6,053 6,053 ―
7,843 7,843 ―
3,398 3,398 ―
4,129 4,129 ―

負債計 137,022 137,022 ―
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1)現金及び預金、(2)売掛金、(3)短期貸付金、(4)未収入金、(5)立替金、(6)預け金、(9)買掛金、

(10)関係会社短期借入金、(11)未払金、(12)未払費用、(13)未払法人税等、(14)預り金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(7)長期貸付金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっております。

(8)敷金保証金

敷金保証金の時価の算定については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に、信

用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値により算出しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位:百万円）

項目 貸借対照表計上額

(1) 関係会社株式

(2) 長期貸付金（※）

貸倒引当金

(3) 関係会社長期貸付金

(4) 敷金保証金（※）

貸倒引当金

(5) 長期預り金

※長期貸付金及び敷金保証金につきましては個別に計上している

　貸倒引当金を控除しております。

(1)関係会社株式、(2)長期貸付金、(3)関係会社長期貸付金、(4)敷金保証金、及び(5)長期預り金

これらは、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積ることができません。

したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価の表示をしておりません。

220

39,337

△ 465

38,872

3,026

3,100

7,032

△ 345

6,687
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７．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　繰延税金資産

　　　　未払事業税 255百万円

　　　　たな卸資産 2,594百万円

　　　　減価償却超過額 3,283百万円

　　　　資産除去債務 700百万円

　　　　その他 2,024百万円

　　　繰延税金資産小計 8,856百万円

　　　　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △320百万円

　　　評価性引当額小計 △320百万円

　　　繰延税金資産合計 8,536百万円

　　　繰延税金負債

その他 △288百万円

　　　繰延税金負債合計 △288百万円

　　　繰延税金資産の純額 8,248百万円

８．リースにより使用する固定資産に関する注記

　　（借主側）

　オペレーティング・リース取引

　　賃貸借契約によるリース取引

　　　未経過リース料

　　　１年内 8,082百万円

　　　１年超 19,354百万円

　　　合計 27,436百万円

（注）当社がオーナーと締結している賃貸借契約のうち解約不能条項が付されているものについて

　　　記載しております。
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９．関連当事者との取引に関する注記

1．親会社 （単位：百万円）

2．子会社及び関連会社等

　該当事項はありません。

3.兄弟会社等 （単位：百万円）

4.役員及びその近親者が議決権の過半数を有する会社等

　該当事項はありません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

（注３）グループ内資金の円滑運用のためＣＭＳ契約を締結し運用しております。約定利息は市場金利を勘案した率で

　　　　行っております。

（注４）当該取引に係る取引金額は、純増減額を記載しております。

（注５）当社の定期建物賃貸借契約について、賃貸人としての賃料の支払など一切の債務について、株式会社パン・パシ
　　　　フィック･インターナショナルホールディングスが月額421百万円の連帯保証を行っております。

（注６）建設協力金の支払については、契約上は無利息であるため、金融商品会計に関する実務指針第133項に基づき、

　　　　返済期日までのキャッシュ・フローを割引計算した時価を敷金保証金で当初認識時に計上し、支払額と時価の
　　　　差額を長期前払費用で計上しております。なお、取引に際しては、取引の内容を勘案し、両社協議の上で決定

　　　　しております。

（注７）当初時価と返済金額との差額のうち、当期に配分すべき金額を受取利息として計上しております。

親会社の子
会社

日本アセットマーケ
ティング㈱

― ―

敷金保証金の預入
敷金保証金の返還
建設協力金の支払（注６）
建設協力金の回収
建設協力金の放棄
受取利息の計上（注７）

573
216

5,157
730

1,355
243

短期貸付金 4,400

親会社の子
会社

サン商事㈱ ― ― 資金の回収 270 長期貸付金 6,450

親会社の子
会社

ルート・アドバイザ
リー㈱

―
役員の兼任
１名

資金の貸付 4,400

前払費用
敷金保証金
長期前払費
用

1,051
16,264
3,100

取引金額
（注２）

科目
期末残高
（注２）

債務被保証（注５） ― ― ―

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
（注１）

科目
期末残高
（注２）

親会社

㈱パン・パシフィッ
ク･インターナショ
ナルホールディング
ス

被所有
直接100.0％

役員の兼任
４名

ＣＭＳ預り（注３）
(注４）

17,051
関係会社短
期借入金

41,011

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
（注１）

取引金額
（注２）
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10．１株当たり情報に関する注記

　⑴　１株当たり純資産額 13,823,596円25銭

　⑵　１株当たり当期純利益 1,086,344円76銭

11．重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はありません。

12．その他に関する注記

　（資産除去債務に関する注記）

　⑴　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　 ①当該資産除去債務の概要

　　　 賃貸用の土地・建物の事業用定期借地権契約に伴う原状回復義務であります。

　 ②当該資産除去債務の金額の算定方法

　　 　使用見込期間を取得から４年～30年と見積り、割引率は0.00％～1.83％を使用して

 　　資産除去債務の金額を計算しております。

　 ③当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

　　　　期首残高 3,822百万円

　　　　有形固定資産の取得に伴う増加額 393百万円

　　　　時の経過による調整額 24百万円

　　　　資産除去債務の履行による減少額 △33百万円

　　　　期末残高 4,206百万円

　⑵　資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの

　　　 当社において、事業用定期借地権及び定期建物賃貸借契約以外の不動産賃貸借契約については、

　　 退去時に原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確

     でなく、現時点において将来退去する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることが

     できません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　（減損損失に関する注記）

　　　　当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 減損損失

関東 店舗設備 4,218百万円

近畿 店舗設備 420百万円

中部 店舗設備 780百万円

5,418百万円

　当社は、各店舗または事業部を基本単位としてグルーピングしております。

　当事業年度において、収益性の低下または営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなる

店舗について各資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（建物及び

構築物 4,006百万円、工具、器具及び備品 1,412百万円)として特別損失に計上しました。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い価額として

おります。正味売却価額については、不動産鑑定士による鑑定評価額等に基づいて算出しており、

使用価値については、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるものには、

回収可能価額をゼロとして評価し、それ以外については将来キャッシュ・フローを3.5％で割り

引いて算定しております。

種類

建物及び構築物・工具、器具及び備品

建物及び構築物・工具、器具及び備品

建物及び構築物・工具、器具及び備品

合計
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